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研究成果の概要（和文）： 

この共同研究は、2005～2007 年度に実施した「東アジアの福祉システムの行方――企業内

福祉と国家の社会保障制度」を継承したものである。この研究では、東アジア 7 カ国・地域（中

国、台湾、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア）の社会保障制度の枠組み

の実態とその発展過程を明らかにすると同時に、経営者の福祉に関する見方、企業が提供する

さまざまな企業独自の福祉制度や福利厚生のサービスの実態（社宅、社員食堂、送迎サービス、

企業医療サービス、子弟の教育補助、慶弔金など）、公定と公定外福利厚生の構成比などを、詳

細な企業アンケート調査（900 社)にもとづき、日本で初めて明らかにした。 

今回の共同研究は、この調査の結果を踏まえた上で、国家が提供する年金制度、国家が保障

する退職金制度（韓国・台湾）、企業が独自に提供する年金制度（プロビデントファンド：タイ、

マレーシア、シンガポール）、政府の多種多様な高齢者対策（中国、韓国、シンガポール、イン

ドネシア）、そして、国家と企業がカバー仕切れないために、老後の生活に不安を覚え、その結

果、急速に成長している生命保険業の実態（東アジア 7 カ国・地域）を取り上げ、分析した。

そして、これらの国・地域では経済成長の成果とは別に、所得保障や雇用保障の面で「社会的

リスク」が改善されていないことを明らかにした。 

 

 
研究成果の概要（英文）： 

This joint research project aimed at developing our previous project concerning “In 

Search of East Asian Welfare System: Company Benefits and National Social Security 

Schemes” (JSPS-sponsored academic program, 2005-2007). In that project (2005-2007), we 

selected seven countries or region (China, Taiwan, Korea, Thailand, Malaysia, Singapore 

and Indonesia), and focused on the topics of national schemes of social security (framework 

and historical development), management-side views on welfare, individual services 

provided by each company for employees such as company housing, canteens, 

transportation services, medical services, subsidies to children, condolence money etc. and 

the composition of labor costs (statutory and non-statutory welfare costs) in the region.  

On the basis of this pioneering field surveys for 900 companies, we further planned to 

study on the national pension schemes, the development of state-designed retirement fund 

systems (Korea and Taiwan), provision of company-specific pension schemes (provident 

fund: Thailand, Malaysia, and Singapore), a variety of policies for aged peoples (China, 

Korea, Singapore and Indonesia), and a rapid growth of “life insurance industry” in each 

country to support aged peoples’ income. Through these surveys, we found the important 

fact that elder peoples of East Asian countries or region have suffered serious social risks in 

terms of both income and employment in spite of the fact that they have enjoyed good 

economic performance. 
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１．研究開始当初の背景 
 

（１） この共同研究は、科研費補助金基盤
研究（B）「東アジアの福祉システムの行方―
企業内福祉と国家の社会保障制度」（課題番
号 17330049、平成 17 年度から平成 19 年度）
の研究成果を継承したものである。この研究
は、東アジアにおける民主化の進展、1997

年アジア通貨危機後の社会的セイフティネ
ットへの関心の高まり、急速に進む高齢化社
会への対応、という 3 つの国内外の条件のも
とで、東アジア諸国・地域が本格的に取り組
みを始めた「福祉国家・福祉社会戦略」、い
わゆる「福祉システム」に向けての模索につ
いて、国際比較を試みたものである。 

具体的には、国家が設計する社会保障制度
の枠組みとその発展過程、企業の福祉厚生に
対する見方、有給休暇や社宅、食堂、送迎バ
ス、結婚・葬式への慶弔金、子弟への教育補
助、企業独自の年金など企業内福祉の実態、
労働費用に占める法定福利と法定外福利の
構成について、東アジア 7 カ国・地域（中国、
台湾、韓国、タイ、マレーシア、シンガポー
ル、インドネシア）について、「文字通り初
めて」現地調査と企業アンケート調査を実施
し、とりわけ日本企業のみならず、現地企業
も含めて、東アジアの企業福祉の実態とその
位置付けを行った。 

 

（２） この共同研究の結果、とりわけ 900

社に及ぶ共通フォーマットを使った 7 カ国・
地域における、企業アンケート調査の画期的
な研究成果を踏まえて、東アジアの社会保障
制度と企業福祉の多様な実態を規定してい
るのは、「東アジア型福祉レジーム論」や「東
アジア福祉資本主義論」が従来議論してきた
ような「地域特殊的な要因」ではなく、国家
が設計する社会保障制度の整備の度合、その

制度を導入するにあたって参照した植民地
宗主国、日本、国際機関からの影響力（経路
の依存性）、グローバル化の下での企業間の
厳しい競争や企業の経営戦略といった経済
的要因にあることを明らかにした。 

 この共同研究の研究成果は、末廣昭編『東
アジアの福祉システムの行方――企業内福
祉と国家の社会保障制度：論点の整理とデー
タ集』（東京大学社会科学研究所、2006 年 2

月、398 頁）、同編『東アジアの社会保障制度
と企業内福祉――7 カ国・地域の国際比較』
（東京大学社会科学研究所、2008 年 2 月、
372 頁）として刊行した。 

 

２．研究の目的 
 

（１） 上記の 3 年間の共同研究の成果を
受けて、第二期の共同研究では、引き続き東
アジア各国・地域の社会保障制度の枠組みの
進展を逐次的にフォローすると同時に、新た
に「老後の生活保障（所得保障）」、つまり、
国家が提供する国民年金制度・退職金制度、
企業が独自に提供する年金制度（プロビデン
ト・ファンドなど）の調査と、国家や企業が
カバー仕切れない老後の生活不安を対象と
する「東アジアの貯蓄型生命保険業」の実態
の解明に努めることにした。 

この視点は、経済のグローバル化、自由化
の進展のもとで、所得・疾病・雇用・老後の
ケアのあらゆる面で不安定性が増し、「社会
的リスク」が著しく高まっているもとで、ど
のように「生活保障システム」を構築すれば
よいかを問う研究ともなる。 

 

（２） 以上の問題意識から、①国家が制度
的に保障する年金や退職金制度と、企業が独
自に提供する退職後の所得保障・企業年金制
度（福祉の制度化）、②国家が財政的にカバ
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ー仕切れないために家族、コミュニティ、非
営利団体に、福祉の一部や老後のケアを委託
する仕組み（福祉の社会化）、③国家も社会
もカバー仕切れないため、民間企業（生命保
険会社など）が提供する老後の所得保障（福
祉の商業化）、の 3 つに分けて、東アジア 7

カ国・地域の現状について検討することにし
た。 

 

 

図2  老後の生活保障の制度化、社会化、商業化
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３．研究の方法 
 

（１） 共同研究では、まずテーマ担当者と
国別担当者、そして国別担当者を総括する
「北東アジア班」と「東南アジア班」に分け
て、役割を分担しつつ協力して、研究を実施
した。 

研究の実際の運営は、①定例研究会の毎月
ペースでの実施、②年金制度を初めとする社
会保障制度の各国の実態に関する研究のア
ップデイト、③東アジア各国・地域における
生命保険業に関する初めての本格的なデー
タ収集と分析、④調査対象地域でのメンバー
による現地調査とその報告会の開催、⑤外部
者を招聘したオープンな報告会、の 5 つであ
る。 

また、韓国では過去の高齢者に関する政府
並びにシンクタンクが実施した大規模な高
齢者に関する実態調査結果の入手、タイでは
企業独自の年金制度（プロビデント・ファン
ド）に関する200社のアンケート調査の実施、
シンガポールでは高齢者ケア施設の現地調
査などを実施した。 

 

（２） 研究体制を図示すると、次のとおり
である。 

 

 

４．研究成果 
 
（１）「老後の生活保障」に焦点を絞った場
合、国民年金制度が整備されているのは、韓
国・台湾であり、マレーシア・シンガポール
は、政府と本人負担による独自の中央積立金
制度（CPF, EPF）でカバーしている。 

国民年金制度の職種を超えた拡充や、都市
部のみならず農村部での年金制度の整備が
必須となっているのが、中国、タイ、マレー
シア、インドネシアであった。なお、中国は
「高齢者事業白書」（2006 年 12 月）を公表
したが、これは高齢者のケアを、もはや国家
だけではなく、「政府・社会・家庭・個人の
結合による保障体系」に求めるという、社会
主義国としての枠組みを超える、東アジアに
共通する方針であり、地域レベルにおける
「中進国の課題」の発生と、それをめぐる共
同研究の重要性を示唆している。 

 
（２）共同研究の独自の成果として、中国、
韓国、台湾における「高齢者対策」に関する
研究のサーベイ、タイにおけるプロビデント
ファンドに関する200社に及ぶ企業アンケー
ト調査、シンガポールにおける高齢者ケア施
設の現地調査の紹介などがあるが、とりわけ
強調しておきたい成果は、老後の生活保障と
の関連において、東アジアの「生命保険業」
の急速な成長の実態と特徴を明らかにし、そ
の国際比較を試みた点である。その研究成果
は、次に述べる成果の③に詳しく示しておい
た。 
 
（３） 共同研究では、まず 2006 年度から
2008 年度に実施した「東アジア 7 カ国・地
域の企業福祉と社会保障制度」に関する成果
を、新たな現地調査にもとづくデータを補足
しながら商業出版することを目指した。その
成果は、末廣昭編『東アジア福祉システムの
展望――7 カ国・地域の企業福祉と社会保障
制度』（ミネルヴァ書房、2010 年 3 月、410

台
　
湾
　
（1
名
）

タ
　
イ
　
（2
名
）

全体の統括者（研究代表者）

現地の調査協力機関・研究協力者

図　研究組織の体制

マ
レ
ー
シ
ア
（1
名
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
（
１
名
）

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（
１
名
）

北東アジア班（1名） 東南アジア班（1名）

中
　
国
　
（2
名
）

韓
　
国
　
（2
名
）

　年金制度・退職金制度の比較（労働経済学）

助手
1名

助手
1名

図2  老後の生活保障の制度化、社会化、商業化

商業化の道

社会化の道

制度化の道
高齢者
受益者

政府による
年金制度

企業による
退職金制度

プロビデント
ファンド利用

生命保険へ
の加入

�

家族コミュニ
ティの支援



4 

 

頁）に結実した。この本は、東アジアの社会
保障制度の研究に、まったく新しい視点と膨
大な一次データを提供する重要な研究書で
あったものと自負している。なお、この本を
中心にして、2010 年 6 月には、日本の企業
福祉の専門家、日中韓の医療保険制度の比較
研究の専門家、ジェンダーと東アジア社会保
障制度の専門家の４名を招聘して、公開のワ
ークショップを開催した。この結果は、2011

年度の最終報告書に再録している。 

 
（４）2008 年度から 2010 年度に刊行した研
究報告書は次の 2 点である。末廣昭編『東ア
ジアの生活保障システム――高齢者対策と生
命保険業』東京大学社会科学研究所、2010

年 2 月、204 頁）、末廣昭編『東アジアの生
活保障システムと年金・退職金制度』、東京
大学社会科学研究所、2011 年 3 月、249 頁）。
このほか、2011 年度の東京大学社会科学研究
所の紀要である『社会科学研究』（第 64 巻第
5・6 号、2012 年 3 月刊行予定）に、「特集 東
アジアの生活保障システム」というタイトル
のもとで、今回の共同研究に参加した 5 名の
メンバーが、3 年間の共同研究の成果を発表
する予定でいる。 

 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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